
安全・安心なまちづくり施策に関する意見聴取 

令和５年 11月 30日 

環境県民局県民活動課 

１ 意識づくり 

項目 内容 

効果的な施策 

・広報番組による「特殊詐欺防止」の広報 

・各種広報手段（防災無線、メール、広報紙、SNS）による犯罪情報等の発信 

・各種出前講座（高齢者・児童対象）、防犯キャンペーン等の開催 

 

２ 地域づくり 

項目 内容 

効果的な施策 

・認知症高齢者等のため GPS 端末機利用の補助事業を継続実施 

・「ながら見守り」「付き添い集団下校」等の実施 

・小学校低学年児童を対象に防犯グッズを配布 

・青色防犯パトロールに関する活動 

・学校、行政、地域住民合同による通学路点検の実施 

・高齢者宅への啓発チラシと啓発物品の配布 

・職場防犯リーダー等との連携による防犯意識の高揚 

 

３ 環境づくり 

項目 内容 

効果的な施策 

・防犯機能付き電話機購入補助金制度の導入 

・防犯カメラの設置補助金制度等 

・防犯灯設置補助金制度等 

・犯罪被害者を対象とした見舞金制度の活用 

 

４ 個別防犯対策 

項目 自転車盗難防止対策 特殊詐欺被害抑止対策 

 

 

 

効果的な施策 

 

 

・駐輪場対策 

・防犯登録推奨、ツーロック街頭キャ

ンペーンの実施 

・中学、高校の新入学生へワイヤー錠

を配布 

・防犯組合や警察と連携した自転車盗

防犯タグ設置に関する実証実験 

・迷惑電話防止機能付き電話機購入に伴

う補助金制度の活用 

・各種広報や情報発信 

・年金支給日の啓発キャンペーンの実施 

・防犯講習会等の出前講座の実施 

 

５ 課題 

・ボランティアの高齢化、後継者不足、自治会加入率低下等による活動の縮小や停滞 

・新型コロナウイルス影響前後での、効果的な情報発信施策について 

・町内設置の防犯灯に関する問題（電気料金高騰、老朽化等による修繕・更新作業費の増大） 

・地域全体の高齢化による特殊詐欺被害拡大の懸念 

 

６ 県・県警に対する要望 

・地域安全推進委員の所管部署見直し（地域安全推進連絡員と推進委員の所管部署を統一） 

・防犯研修会、防犯イベント等における継続した協力要請 

・放置自転車撤去事務に関する手続きの効率化、連携の強化 
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